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主 論 文 題 名： 
 アジアにおける米国の核不拡散政策 
―核兵器をめぐる国際秩序の模索と限界、1961-68年― 
 
（内容の要旨） 
本論文は、1960年代の核不拡散条約（NPT: Nuclear Nonproliferation Treaty）締結
に至る米国の核不拡散政策について、アジア情勢との関係から再検討することで、当該
期のアジア地域における米国の核不拡散政策の構想と展開を明らかにする歴史研究論文
である 。 
1960年代までに核拡散問題は米政権にとって極めて深刻な懸念の対象となっていた。
1949年のソ連による核実験成功以降、核拡散の動きは国際的な原子力に関する技術移転
や各国の経済成長とともに世界的な規模にまで拡大する危険性を有していた。そして、
核開発先発国である米国には世界的な核拡散への国際社会の不安に対して、重大な責任
が課せられることになったのである。また、このような国際社会からの道義的要請に加
え、東西冷戦において西側同盟の核抑止体制を担う米国には、グローバルな核拡散から
受ける安全保障上の脅威に対してひと際大きな懸念を抱いていた。核兵器の破滅的な破
壊力をどの国よりも認識していた米国は、無秩序な核兵器の拡散が拡大させる核戦争の
リスクを何よりも恐れたのである。 
とりわけ、1960年代の米政権において重大な脅威として評価されたのが、中国の核兵
器開発をめぐるアジアの核拡散問題である。米ソ間の核不拡散交渉は当初西ドイツへの
核拡散の懸念に端を発するものであったが、1960 年代に入ると、米国にとっての核拡散
問題はアジア地域においてより深刻な課題として表出することになった。東西冷戦体制
の定着と安定化とともに徐々にデタントの兆しを見せ始めた欧州とは対照的に、1960
年代のアジアにおいては米中対立を中心とする冷戦抗争がそのピークを迎えつつあっ
た。このため、アジアにおける冷戦対立が激化する中、米国は日本、インドといった潜
在核保有国との関係に配慮しつつ、中国を中心に波及する核拡散連鎖の脅威に対処する
必要に迫られたのである。したがって、激化するアジア冷戦の情勢下で進められた米国
の核不拡散政策は、単に NPT という制度作りだけでなく、同盟国との核の拡大抑止問
題や同地域の安全保障問題と密接に結びついていた。 
1960年代の米国核不拡散政策に関する研究は、主として NPT交渉をめぐる政治過程
として分析されてきた。それらの研究は、核兵器国と非核兵器国の間の不平等に関する 
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論争など、国連総会において展開された議論を中心に分析を行ってきた 。こうした研究
状況は、米国政府内の史料公開が進んだ 1990年代以降徐々に修正されることになった。
史料公開によって、特に欧州における多角的核戦力（MLF: Multilateral Force）をはじ
めとする核共有構想と NPT交渉との間の緊張関係など、NPTという条約に収まらない
米国の核不拡散政策の側面に光が当てられるようになった 。 
しかし、アジアにおける米国の核不拡散政策に関する研究は、依然として個別の国家
の核兵器問題に関する分析に留まってきたと言える 。こうした研究傾向の要因の一つ
は、同盟内の核兵器運用という共通の問題を抱えた欧州各国と比べて、アジア諸国の核
拡散問題に対する米国政府の対応はそれぞれの国ごとに個別の手段をもって対応されて
きたためと考えられる。だが実際には、米国のアジア諸国に対する核不拡散政策は、1960
年代以降に浮上した中国による核兵器開発という問題を中心に、対外政策における単一
の課題に向き合うかたちで展開されていったと言ってよい。すなわち、米国はアジアに
おける核拡散問題を「中国の核兵器開発によって引き起こされうる地域内における連鎖
的な核兵器国出現の危機」として捉えており、こうした懸念の下で個別の潜在核保有国
への核不拡散政策を進めていったのである。このような実態を明らかにするために必要
な、個別の国家に対する核不拡散政策を統合していく視点がこれまでの研究では未着手
のままであった。 
加えて、これまでの核不拡散政策に関する研究の大きな傾向として、核不拡散政策と
他の政策目標との緊張関係に十分な光が当てられてこなかった側面が指摘できる。核拡
散問題に対する米国の懸念は核兵器が出現した第二次大戦直後から既に存在していた
が、そうした懸念は、1960 年代に入り「潜在核保有国」とみられる国家が急速に増加し
たことで、深刻な政策課題として政府内で議論されるに至った。しかし、そうした政策
議論において問題となったのが、既存の国家安全保障政策である冷戦戦略との緊張であ
った。東西陣営を基本に東側からの脅威への対応というかたちで形成された冷戦戦略に
対して、核不拡散政策はグローバルな核兵器拡散の脅威に対処することを目的としてい
た。そのため、二つの方針は、しばしば米国の異なる国益を反映して衝突することにな
ったのである。こうした「戦略」間の緊張がどのように展開したのかを分析することは、
これまで十分に意識されてこなかったと言える。 
 以上のような 1960 年代の米国の核不拡散政策に関する研究動向をふまえて、本研究
では次の課題を追及する。第一に、これまで個別の研究に留まってきたアジア各国の核
拡散問題とこれに対する米国の政策を中国の核兵器開発の脅威を中心とする核拡散問題
という統合的な視点から再検討し、米国がアジアにおいてどのような核兵器秩序を形 
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成しようとしたのかを明らかにすること、第二に、核不拡散政策と冷戦戦略の間の緊張
関係を明らかにすること、最後に、アジアにおける複数の潜在的核保有国への核不拡散
政策を分析することで、1960年代の米国による核不拡散政策がどのような認識や手段を
用いて展開されたのかを明らかにすることである。 
 本論文が 1960 年代の米国の核不拡散政策をアジア冷戦との関係から議論した最大の
理由は、1960年代のアジア地域における冷戦環境の変化が、米国の核不拡散政策と分か
ち難く結びついていたからである。1960年代の米国による核不拡散政策の集大成と言え
る NPT は、半世紀にわたり核兵器の国際秩序の基盤となってきた。しかし、本論文で
明らかにしたように、NPT の成立過程は、1960 年代の核兵器に関する国際社会の状況
に著しく影響を受けていた。その中でも最も大きな要素とは既に述べてきたように中国
による核開発であった。 
1960年代を通して、米国は新たな「核兵器国」として出現した中国を包摂し核兵器の
「現状」を固定化する秩序を追求した。言い換えれば、それは条約が維持せんとする「核
兵器国」と「非核兵器国」の「現状」において、アジアにおける最大の脅威と米国が認
識する中国を「核兵器国」として迎え入れることを認める措置に他ならなかった。しか
し、それは米国にとって受け入れ難いだけでなく、インド、日本といったアジアの友好
国、同盟国の反発を招くものだった。東西冷戦の枠組みを超えてグローバルに拡大する
核拡散の脅威に対し、米国は核不拡散政策という新しい戦略を打ち出して対処を図った
が、それは既に存在した冷戦の構造や戦略との間に摩擦を生み、米国の選択肢を制約す
ることになったのである。 
 
 
